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タは、上述の定義に当てはまる場合は 1 をとり、同じ職業でなければ 0 となる二値変数で
ある。
表 1 は、この世襲が全サンプルの中でどのように変化しているのかについて、示したも
のである。1955 年から 2005 年度まで傾向的に低下を続けてきたことがわかる2。1995 年






出所：SSM データおよび JGSS より著者作成
さて、世襲したものとしていない者との所得には、どのような差があったのだろうか。
1 JGSS データでは、回答者の現在の職種は xxjob、15 歳時点での父親の職種は ppjbxx15
とコードされているものを職業として用いている。
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表 2 は、1955 年から 2005 年度までの SSM データを用いて、賃金関数を回帰分析した結
果である。賃金所得は調査時点での昨年度一年間の収入について尋ねたもので、具体的な
所得を尋ねた 1965 年度を除き、各収入カテゴリーの中央値を年収として用いている3。
表 2 世襲の年間個人所得への影響（OLS 推計）
＊括弧内は頑健標準誤差
*:10%,**:5%,***:1%水準で有意
1995 年度に至るまで、世襲の係数値は非有意であったものが、2005 年度において 10％
水準であるものの有意となっている。また、2000 年度から 2010 年度までの調査をプール
















(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7)
SSM JGSS
1955 1965 1975 1985 1995 2005 2000-2010
世襲 0.35 8 .76 7 .19 32 .04 -2 .93 22.24* 29.99*
(2 .48) (7 .87) (7 .88) (27 .80) (74 .85) (13 .24) (17.31)
年齢 0.35*** 1.01** 1.36** 3.71*** 3.36** 2.52*** 1.30
(0.07) (0.41) (0.66) (1.12) (1.56) (0.70) (0.95)
大卒 8.19** 14.74** 33.50** 120.0*** 137.0*** 105.8*** 123.7***
(3.18) (5.81) (14.03) (36.49) (30.14) (21.05) (23.61)
結婚 7.60*** 17.39*** 64.71*** 137.8*** 221.0*** 153.8*** 190.7***
(1.30) (4.36) (5.03) (11.06) (26.75) (15.51) (9.57)
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また、マッチングによる推計(Nonparametric Propensity Score Matching Method)も行







1 vs 0 では、１が世襲ダミーが 1 をとり、0 では 0 をとることを示している。また、列(1)
及び(3)では、長男ダミーを用い、(2)、(4)では、兄、弟、姉、妹の数を用いている5。Doubly



















5 c 統計量は列(1)、(2)共に、0.78 である。因果性について詳しくは、後の操作変数におけ
る議論を参照されたい。
(1) (2) (3) (4)
ATE 53.4*** 66.0*** 61.9*** 70.9***
(1 vs 0) (19.8) (21.8) (20.2) (20.2)
N 6214 5339 6214 5339
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比較的高い世襲率Ⅰを示す一方で、その平均所得は 300 万円台となっており、1 位、2 位と
の所得格差は大きい。







歯科医師 42 53 1147
医師 39 36 1317
宗教 38 59 377
和のものづくり 29 20 391
一般事務 23 18 563
機関運転・労務作業 21 17 383
サービス 20 12 302
機械組立修理製造 19 14 456
販売員 18 9 512
農林水産業 16 94 372
飲食店 16 11 397
エンジニア 16 4 608
医療関係 14 6 485
研究者 13 9 759
小売・卸売店主 12 34 536
会社役員 11 9 1147
ガラス金属セラミック 11 19 455
繊維・紙・木材 10 21 373
教員 10 8 541
運輸・通信 10 9 392
文藝・アート・芸能 9 5 566
法律・会計・税 9 4 946
その他生産従事者 8 6 433
保安公務 8 6 482
管理的公職 3 4 806
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この仮説について検討したものが表 5 である。男性サンプルにおけるメディアン 400 万




Estimator により、ATE(Average Treatment Effect)を推計している6。
表 5
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所得の大きいことがわかる。医師の場合、世襲者は 1625 万円、非世襲者は 1150 万円、会




の場合、世襲者は 335 万円、非世襲者は 406 万円となっている。なお、宗教家の場合、世












襲者と非世襲者の所得を比較すると、世襲者は 373 万円、非世襲者は 472 万円となる。和
のものづくりでは、世襲者は 335 万円、非世襲者は 401 万円である。また、宗教家では、











因果性にフォーカスした分析を行う。即ち、LATE(Local Average Treatment Effect)及び














表 6 では、1955 年から長男であることが有意な影響を及ぼしてきたことを示している。
1955 年ではその効果がおよそ 10％であった。即ち、長男であることで、他の条件を一定と
して、世襲する確率が 10％程度高まることを示している。その効果は時代を経るに従い、








௜ܻ= α + θܦ௜+ ௜߳ (1)
ここで、Y はアウトカム（ここでは年間賃金）、D は世襲か否かを表す二値変数である。
D について誤差項との相関がない場合、θは D の Causal Effect（ATE）を示している。
次に、操作変数（Z、ここでは長男か否かを表す二値変数）を用いた推計を行う。
8 以下、LATE について詳しくは、Angrist and Pischke (2008)を参照されたい。
1955 1965 1975 1995 2005 JGSS
10%*** 7%*** 9%*** 6%*** 3%** 2%**
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JGSS データより得られた LATE は、以下の表 7 に示されている。
結果として、825 万円という、かなり大きな額が計測されている。
しかしここで注意しなければならないのは、操作変数としての適格性（特に、Excusion
Restriction）についてである。このように、長男であることが First Stage において有意に
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表 7 LATE 推計
稼得能力としては、IQ 等で計測される知的水準が、出生順で異なるかどうかという問題
がある。先行研究としては、Retherford and Sewell (1991)、Rodgers et al.(2000)は、出生
順位は知能と無関係であるという結論を得ている。また、Hauser and Sewell(1985)は、出
生順位は教育水準に影響を及ぼさないことを見出している。対して、ノルウェイでのデー
タを用いた Kristensen and Bjerkedal(2007)は、長子と次に生まれたこどもの間に、平均


























Test of excluded instruments:
F( 1, 7775) = 8.05
Prob > F = 0.0046
Robust standard errors in parentheses
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
































らに加えて OLS 推計を行っても、長男ダミーの係数は非有意であった（p 値は 0.21）。
11 なお、2SLS ではなく、OLS により世襲の効果を推計した場合、1000 万円以下のカテゴ
リーではその効果は有意ではなく、1000 万円以上のカテゴリーでは、係数値は 164 となっ
ている（10％有意）。















(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)








世襲 213.5 315.5 979.1* 537.0
(154.6) (413.3) (534.5) (436.5)
長男 0.0339** 0.0175 0.0668** 0.0267***
(0.0143) (0.0113) (0.0258) (0.00959)
勤続年数 8.24e-05 5.26e-05 3.26e-05 6.51e-05 -0.00912 0.0581 -0.272* 0.111**
(0.000104) (7.35e-05) (9.21e-05) (6.64e-05) (0.0418) (0.0466) (0.140) (0.0537)
年齢 0.000660 0.000412 0.000694 0.000688 -1.572*** 3.980*** 9.740*** 1.857
(0.00133) (0.000720) (0.00166) (0.00105) (0.389) (0.467) (2.373) (1.330)
大卒 -0.00534 -0.00680 -0.0562 -0.0104 -16.93** 47.48*** 41.34 135.2***
(0.0176) (0.0151) (0.0458) (0.0144) (7.421) (8.885) (52.90) (20.94)
結婚 0.00481 0.00891 -0.0568 0.00397 35.11*** 63.34*** 126.0 183.1***
(0.0180) (0.00790) (0.0873) (0.0107) (7.307) (8.013) (127.4) (14.83)
農村地区 -0.0126 -0.00480 -0.0620 -0.0114 3.252 -9.536 75.03 14.76
(0.0266) (0.0108) (0.0412) (0.0119) (7.656) (9.046) (47.52) (12.64)
大都市 0.0375 0.0248** -0.00758 0.0275** -0.542 -35.09*** 60.39 -61.09***
(0.0236) (0.00978) (0.0311) (0.0133) (9.072) (12.90) (53.84) (16.18)
定数 0.0614 0.0520 0.117 0.0528 209.6*** 330.6*** 479.3*** 125.3*
(0.0372) (0.0364) (0.128) (0.0326) (18.76) (32.27) (181.4) (73.24)
所属組織規模ダミー yes yes yes yes yes yes yes yes
Observations 2,220 3,616 378 6,214 2,220 3,616 378 6,214
R-squared 0.147 0.078 0.120 0.109
Test of excluded instruments: F(1,135)=5.59 F(1,155) =2.40 F(1, 70) =6.70 F(1,170) =7.74
Cluster-Robust standard errors in parentheses(clusterは職業カテゴリー）
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1






































































































































































































































































































































データアーカイブ研究センターSSJ データアーカイブから〔「1955 年 SSM 調査、1965 年 SSM
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